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第 1 章 はじめに 

1 ．経営戦略の計画期間と投資・財政見通しの検討期間 

越前町（以下、「本町」という。）は令和 2（2020）年度に経営戦略を策定した。 

本計画は、本町を取り巻く現在の事業環境を勘案し、水道サービスの安定的かつ持続的な提供

のため、「投資試算（施設・設備投資の見通し）」等による支出と「財源試算（財源の見通し）」

を均衡させた「投資・財政計画（収支計画）」を中心に、将来にわたり安定して持続可能な水道

事業経営を確立するため、前回策定した経営戦略の進捗状況について確認、見直しを行い、経営

基盤の強化と財政マネジメントの向上に取り組んでいくことを目的とするものである。 

経営戦略の「計画期間」は、総務省の経営戦略策定ガイドラインでは、「10 年以上の合理的な

期間を設定する必要がある」とされていることから、令和 7～16（2025～2034）年度までの 10

年間を計画期間とする。 

また、「公営企業の経営に当たっての留意事項について（平成26年8月、総務省）」において、

経営戦略策定後 3～5 年に一度見直しが必要とされているため、今後も継続して見直しを行う。 

また、経営戦略の中心である「投資・財政計画」については、同じく「公営企業の経営に当た

っての留意事項について」において、「将来試算は可能な限り長期間（30 年～50 年超）であるこ

とが望ましい」とされている。水道施設の大部分を占める管路の法定耐用年数が 40 年であるこ

とから、投資・財政計画の期間については令和 7～46（2025～2064）年度までの 40 年間とし、

施設の建設・維持管理・更新の各段階における財政状況を見通すものとする。 

また、経営戦略の改定後は、必要に応じ進捗管理を行い、実績との乖離について検証する。必

要に応じて適宜見直しを行うことにより、この経営戦略を水道事業の経営基盤の強化と財政マネ

ジメントの向上に資する重要なツールとして位置づけるものとする。 
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第 2 章 事業の概要 

1 ．事業の現況 

1.1 水道事業の概要と沿革 

本町の水道事業は 1 水道事業、7 簡易水道事業、1 飲料水供給施設で成り立っている（表 2-1）。

それぞれの給水区域を図 2-1 に示す。各事業のうち給水範囲、人口ともに最も多いのが越前町水

道事業であり、人口の約半分にあたる 9,700 人がこの給水を受けている。水道事業の管路延長は

令和 4（2022）年度時点で 38.11 ㎞となっている。 

一方で簡易水道事業の一部では給水人口が 1,000 人未満の地域も存在する。現在の越前町は平

成17年に4町村が合併して成立しており、今後は施設の統廃合など運営の効率化が課題となる。

令和 4（2022）年度時点において簡水水道事業の管路延長は 221 ㎞となっている。 

1.1.1 越前町水道事業 

本町で最大の給水人口を擁する事業である。町の北東部を給水区域とし、平成 4（1992）年に

創設認可を得て平成 11（1999）年度に供用を開始した。それ以降給水区域の拡張を続け、平成

19（2007）年度に隣接する荻野地区簡易水道を統合し、現在に至る。 

1.1.2 宮崎地区簡易水道事業 

町の南東部を給水区域とする事業である。昭和 46（1971）年に西部地区簡易水道事業として

創設され、昭和 57（1982）年に東部地区簡易水道事業と統合して現在の給水区域となった。そ

れ以降、給水量の増加や取水地点及び浄水方法の変更を行い、現在に至る。 

1.1.3 織田地区簡易水道事業 

昭和 36（1961）年に中央簡易水道事業として創設され、町中央部を中心に給水区域の拡張を

進めてきた。平成 18（2006）年に山中・上戸・笈松へ給水区域を拡張した際に現在の織田地区

簡易水道事業と名称変更をした。 

1.1.4 北部地区簡易水道事業 

昭和 52（1977）年に創設されて以降、旧越前町の北部に給水区域を広げてきた。更に平成 14

（2002）年に梨子ヶ平・血ヶ平・道口地区へと給水区域を拡大した。 

1.1.5 厨地区簡易水道事業 

昭和 35（1960）年に創設されて以降、給水量の増加や取水地点及び浄水方法の変更を行い現

在に至る。計画給水人口が約 1,600 人であるのに対し現在の給水人口は約 600 人となっている。 
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1.1.6 高佐・白浜地区簡易水道事業 

昭和 28（1953）年に創設された。昭和 58 年に茂原区域へと給水区域を拡大して現在に至る。

計画給水人口は 860 人であるのに対し、現在給水人口は 460 人と約半分となっている。 

1.1.7 米ノ地区簡易水道事業 

昭和 33（1958）年に創設され、昭和 61（1986）年に給水量の増加に伴う施設の見直しを行っ

ている。 

1.1.8 午房ヶ平地区簡易水道事業 

昭和 28（1953）年に創設され、現在に至る。 

1.1.9 六呂師地区飲料水供給施設 

昭和 28（1953）年に創設され、現在に至る。 

表 2-1 水道事業の概要と沿革 

 

越前町水道ビジョン（令和 5 年度）より作成 

  

事業名称
越前町

上水道事業

宮崎地区

簡易水道事業

織田地区

簡易水道事業

創設認可年度 平成4年6月 昭和46年3月11日 昭和36年7月31日

変更認可年月日

平成13年3月30日

平成16年3月31日

平成19年3月28日

昭和57年6月14日

平成8年4月8日

平成11年7月21日

昭和41年9月10日

昭和46年3月11日

昭和50年2月14日

昭和53年3月5日

昭和61年8月8日

平成18年3月24日

計画給水人口 11,400人 4,300人 4,305人

計画一日最大給水量 5,500.0㎥/日 2,365.0㎥/日 2,953.4㎥/日

現在給水人口 9,700人 3,500人 3,130人

一日最大給水量 4,574.0㎥/日 2,817.0㎥/日 3,048.0㎥/日

水源種別 地下水（深井戸）・県水 河川水 河川水・地下水（深井戸）

配水方式
自然流下方式

ポンプ圧送方式
自然流下方式 自然流下方式

事業名称
北部地区

簡易水道

厨地区

簡易水道

高佐・白浜地区

簡易水道

米ノ地区

簡易水道

午房ヶ平地区

簡易水道

六呂師地区

飲料水供給施設

創設認可年度 昭和52年11月15日 - 昭和28年12月27日 昭和33年3月28日 昭和28年10月1日 昭和28年10月1日

変更認可年月日
昭和56年7月27日

平成14年3月25日

昭和35年11月30日

昭和44年3月31日
昭和58年12月27日 昭和61年3月31日 - -

計画給水人口 4,200人 1,600人 860人 950人 11人 29人

計画一日最大給水量 2,900.0㎥/日 1,100.0㎥/日 662.0㎥/日 630.0㎥/日 49.0㎥/日 15.0㎥/日

現在給水人口 2,580人 638人 460人 391人 6人 18人

一日最大給水量 1,631.0㎥/日 676.0㎥/日 372.0㎥/日 352.0㎥/日 2.0㎥/日 -

水源種別 河川水・ダム水 河川水 河川水 河川水 伏流水・湧水 河川水

配水方式 自然流下方式 自然流下方式 自然流下方式 自然流下方式 自然流下方式 自然流下方式
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図 2-1 越前町給水区域図 
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1.2 配水及び施設の概要 

先述のとおり本町の水道事業は合計 9 つの事業を有しており、各事業でそれぞれに施設を有し

ている。各事業の施設・配水フローは以下のとおりである。 

1.2.1 水道事業 

水道事業は朝日水系と糸生水系の 2 系統を有している（図 2-2、図 2-3）。両水系とも地下水を

水源としており、朝日水系は日野川地区水道用水の受水も行っている。 

 

図 2-2 朝日水系配水フロー 
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図 2-3 糸生水系配水フロー 
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1.2.2 宮崎地区簡易水道事業 

宮崎地区簡易水道は熊谷水系、増谷水系、八田水系の 3 系統を有している（図 2-4～ 図 2-6）。

水源は表流水、ため池、ダム水となっている。 

 

図 2-4 熊谷水系配水フロー 

 

図 2-5 増谷水系配水フロー 

 

図 2-6 八田水系配水フロー  
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1.2.3 織田地区簡易水道事業 

織田地区簡易水道事業では 5 つの水系を有している（図 2-7～図 2-10）。平等水系では表流水

を、下河原水系では地下水を、惣分谷水系では表流水及び地下水を、山中水系では表流水及び地

下水を、笈松水系では地下水を水源としている。 

 

図 2-7 平等・下河原水系配水フロー 
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図 2-8 惣分谷水系配水フロー 

 

図 2-9 山中水系配水フロー 

 

図 2-10 笈松水系配水フロー 
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1.2.4 越前北部簡易水道事業 

越前北部市区簡易水道は左右水系と布殿水系の 2 系統を有している（図 2-11、図 2-12）。水源

はダム水及び表流水でいずれも受水をしている。 

 

図 2-11 左右水系配水フロー 
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図 2-12 布殿水系配水フロー 
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1.2.5 厨地区簡易水道事業 

厨地区簡易水道は表流水を水源としている（図 2-13）。 

 

図 2-13 厨地区配水フロー 

1.2.6 高佐・白浜地区簡易水道事業 

高佐・白浜地区簡易水道は表流水を水源としている（図 2-14）。 

 

図 2-14 高佐・白浜地区配水フロー 
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1.2.7 米ノ地区簡易水道事業 

米ノ地区簡易水道はダム水を水源としている（図 2-15）。 

 

図 2-15 米ノ地区配水フロー 

1.2.8 午房ヶ平簡易水道事業 

午房ヶ平簡易水道は表流水を水源としている（図 2-16）。 

 

図 2-16 午房ヶ平配水フロー 

1.2.9 六呂師地区飲料水供給施設 

六呂師地区飲料水供給施設では表流水を水源としている（図 2-17）。 

 

図 2-17 六呂師地区配水フロー 
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1.3 水道料金 

現行の水道料金表を表 2-2 に示す。 

本町の水道料金は使用水量に関わらず徴収される基本料金と、使用水量に応じて徴収される従

量料金で構成される二部料金制を採用している。基本料金には基本水量が 10 ㎥含まれており、

従量料金は使用水量に応じて段階的に逓増する体系を採用している。超過水量は 2 段階の設定と

なっており、11 ㎥を超え 100 ㎥までと 101 ㎥以上のそれぞれに料金設定がされている。直近の

料金改定は平成 26（2014）年となっている。 

表 2-2 水道料金表 

 

令和 5（2023）年度末時点 

1.4 組織の概要 

本町の水道事業は上下水道課が担っている。課内は上水担当者 4 名、下水担当者 2 名及び収納

担当者１名となっており、課長以下の職員を合わせて計 10 名で業務を行っている（図 2-18）。 

 
図 2-18 組織図 

  

（税抜、1ヶ月）

基本水量 料金 超過水量 料金

11㎥を超え100㎥まで 130円

101㎥以上 135円

臨時 10㎥まで 2,600円 260円

船舶 125円

一般用 10㎥まで 1,300円

用途
基本料金 超過料金（1㎥当たり）

※異動届受理や料金徴収、メーター検針等

課長

上水担当（4名）

下水担当（2名）

収納担当（1名）

課長補佐
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1.5 経営健全化の取組み 

本町がこれまでに行ってきた経営健全化に関する取り組みについて、民間活力の活用状況、施

設の統廃合の取組み状況、広域化の取組み状況の 3 点から述べる。 

1.5.1 民間活力の活用状況 

業務効率化を図るため、メーター検診や水質検査といった定型業務について外部委託を行って

いる（表 2-3）。 

表 2-3 民間委託一覧 

 
令和 6（2024）年度時点 

1.5.2 経営統合の取組み状況 

令和 6（2024）年度に業務効率化のため、簡易水道事業が公営企業会計に移行し、水道事業と

の経営統合を行った。 

1.5.3 広域化の取組み状況 

令和 2（2020）年度より、福井県による広域化の検討会に参加している。 

1.6 経営比較分析表を活用した現状分析 

別紙「経営比較分析表（令和４年度決算）」を活用し、現状を分析している。  
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2 ．まとめ 

先述した本町の水道事業の現状について、経営資源であるヒト・モノ・カネの観点から整理す

る（表 2-4）。 

また、ヒト・モノ・カネの観点以外だと、令和 6（2024）年度より水道事業と簡易水道事業の

経営統合がなされたことから、今後は両事業を統合しての経営管理が必要となってくる。 

表 2-4 水道事業の現状まとめ 

 現状のまとめ 

ヒト 

人材の確保・育成、庁内のコ

ミュニケーション など 

・若手技術職員が不足しており、技術の伝承に課題がある。 

・業務量に対して職員数が不足している。 

モノ 

施設・設備の状態 など 
・有収率が全国平均・類似団体平均と比べてやや低く、漏水 

 等の可能性がある。 

・施設の稼働率は水道事業が 70％台、簡易水道事業は 50％台 

 で推移しており、施設規模が過大である可能性がある。 

・合併前市町村の事業が複数存続している。 

・水道事業については老朽化が進行している状況ではないが 

 簡易水道事業は老朽化が進行している状況である。 

カネ 

経営状況、資金残高、調達方

針 など 

・料金回収率は 100％以下で推移しており、給水収益で給水に 

 必要な費用が賄えていない状態が継続している。 

・流動比率が低く、安全性が低い状態が継続している。 
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第3章 将来の事業環境 
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第 3 章 将来の事業環境 

1 ．水需要予測 

計画期間中の料金収入の予測にあたり、本町における水需要の予測を行う。 

水需要の予測についてはまず給水人口を算出し、そこに 1 日 1 人当たりの使用水量を乗じるこ

とで算出する。 

1.1 給水人口の予測 

給水人口の予測は、本町の行政区域内人口の予測に普及率を乗じることで計算する。 

将来人口推計には「国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」という。）」が行った

「日本の地域別将来推計人口（令和 5（2023）年推計）」を使用する。公表されている推計値は

令和 32（2050）年度までとなっているため、令和 33～64（2051～2046）年度の推計については

令和 5～32（2023～2050）年度の傾きを基に補完した。 

普及率に関しては令和 5（2023）年度の実績値である 99.8％を期間内にわたり使用するものと

した。 

推計の結果、令和 5（2023）年度に約 2万人である給水人口は、令和 46（2064）年度には 9千

人となり、現人口の約半分まで減少する（図 3-1）。 

 

図 3-1 給水人口の予測 
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1.2 有収水量の予測 

前章で予測した給水人口を基に、有収水量を推計する。有収水量は 1 日一人あたりの水の需要

量（生活用原単位）に給水人口及び年間日数に乗ずることで年間の有収水量を算出した。 

推計の結果、有収水量についても一貫して減少傾向が続き、令和 5（2023）年度の 2,398 千㎥

から、令和 46（2064）年度には 1,085 千㎥となり、約 55％減少する予測となった（図 3-2）。 

 

図 3-2 有収水量予測 
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2 ．施設の見通し 

施設を更新しない場合の健全度1を図 3-3 に示す。令和 12（2030）年度までは健全資産が全体

の 50％を占めるが、令和 21（2039）年度に大きく健全化資産が減少しその割合が約 25％まで減

少する。大きく割合を下げる理由は平成 11（1999）年までに整備した水道事業の管路が耐用年

数に達するためである。 

 

図 3-3 更新しない場合の健全度（全体） 

3 ．組織の見通し 

組織の見通しは「第 2 章 1.4 組織の概要」にて示した現状の組織体制（図 2-18）を今後も維

持する予定である。 

 

 

 
1 健全度 「水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き」で示される区分を用いる。健全資産は経過

年数が法定耐用年数以内の資産、経年化資産は経過年数が法定耐用年数の 1.0 を超えて 1.5 倍以内の資産、老朽化資産は経過

年数が法定耐用年数の 1.5 倍を超えた資産。 
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第 4 章 経営課題と経営改善に向けた取り組み 

1 ．令和 2 年度に策定した経営戦略の評価 

本章では、経営戦略の目的である「経営基盤の強化と財政マネジメントの向上」のため、令和

2（2020）年度に策定した経営戦略の評価を行い、本検討の精度向上を図る。 

1.1 収支計画のうち投資についての目標 

1.1.1 管路の更新、拡張工事の定期的な実施 

前回の経営戦略では「管路の更新、拡張工事を定期的に実施」することを目標としていた。別

紙の経営比較分析表に記載のとおり、平成 30～令和 4（2018～2022）年度まで管路の更新率は

0％となっているが、適時設備の更新を行っている。今後も計画的な設備更新に努めていく。 

1.1.2 経営統合に向けた取り組みの実施 

前回の経営戦略では「令和 6 年 4 月 1 日からの経営統合に向けた取り組みを実施」することを

目標としていた。簡易水道事業については令和 6（2024）年度より法適用化し、水道事業との経

営統合を行っており、事業統合に向けた取り組みを着実に実践している。 

1.2 収支計画のうち財源についての目標 

1.2.1 自己財源の活用による企業債償還負担の低減 

前回の経営戦略では「企業債の償還負担を下げるため、企業債はなるべく活用せず自己財源で

事業を実施」するとしていた。企業債残高については減少を続け、令和 3（2021）年度の 30 億

円から令和 5（2023）年度には 24 億円となった。 
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2 ．経営課題の整理 

本町の経営課題を表 4-1 に整理する。 

表 4-1 経営課題の整理 

 課題の整理 

ヒト 

 人材の確保・育成、 

 庁内のコミュニケーションなど 

・若手技術職員が不足しており、技術が伝承されないことが危惧さ 

れる。 

・今後、職員数の削減が求められるため、業務の効率化が急務となっ 

 ている。 

モノ 

 施設・設備の状態など 

・有収率が全国平均・類似団体平均と比べてやや低く、漏水対策が必 

 要である。 

・施設の稼働率は水道事業が 70％台、簡易水道事業は 50％台で推移

しており、施設規模が過大である可能性がある。 

・市町村の合併前に発足した事業が存続しており、経営統合などを通 

 じて業務効率化を推進する必要がある。 

・簡易水道事業は平成 30（2019）年度以降管路の更新が行われてお 

 らず、計画的な管路更新が必要となる。 

・水道事業については耐用年数に達していないが、将来の更新需要に 

 備えた更新計画が必要となる。 

カネ 

 経営状況、資金残高、 

 調達方針など 

・料金回収率が 100％を下回って推移しており、改善が必要である。 

・料金改定や更なる費用の削減など、経営改善策が必要である。 

・水道事業の流動比率が極めて低く安全性が低い。簡易水道事業と合

わせて適切な保有資金の把握と管理を確保していく必要がある。 
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第 5 章 投資・財政計画 

1 ．投資・財政計画策定の概要 

本章では、財政的な健全性を確保した形で経営を行うために達成すべき数値目標を設定し、計

画期間内の収支見通しである「投資・財政計画」を、「投資試算」をはじめとする支出と、「財源

試算」により示される収入が均衡した形で策定する。 

2 ．将来値算出条件 

財政状況を見通すため、収益的収支及び資本的収支の各項目の将来値算出条件を設定する。 

2.1 収益的収支 

2.1.1 収益的収入 

（1）給水収益 

将来の給水収益は、供給単価（円/m3）に有収水量を乗じて算出する。供給単価は令和 5

（2023）年度の実績値である 146.9 円/㎥を採用する。 

（2）長期前受金戻入 

将来の長期前受金戻入は、既往分（令和 6（2024）年度までに取得した資産分）に、新規分

（令和 7（2025）年度以降に取得する資産分）を加算する。 

既往分の長期前受金戻入は予定額を計上する。新規分の長期前受金戻入は、令和 7（2025）年

度以降に取得予定の資産の財源として見込む加入金を定額法に基づき収益化することで算出する。 

（3）一般会計繰入金（収益勘定） 

基準内繰入金は当年度企業債支払利息の 50％を見込む。収益勘定に不足が生じた場合にはそ

の不足分を基準外繰入金として見込む。 

（4）その他収入 

将来のその他収入は、見込まないものとする。 
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2.1.2 収益的支出 

（1）減価償却費 

将来の減価償却費は、既往分（令和 6（2024）年度までに取得した資産分）に、新規分（令和

7（2025）年度以降に取得する資産分）を加算する。 

既往分の減価償却費は予定額を計上する。新規分の減価償却費は、令和 7（2025）年度以降に

取得予定の資産の取得価格を定額法に基づき償却する。 

（2）維持管理費 

将来の維持管理費は、令和 2～6（2020～2024）年度の実績及び予算値に基づき算出する。な

お、物価上昇を見込むべき費用及び人件費は上昇率を考慮する。上昇率は、令和元～5（2019～

2023）年度の平均値を採用し、物価上昇は毎年 1.32％、人件費は毎年 0.32％を見込む。 

（3）企業債利息 

将来の企業債利息は、既往分（令和 6（2024）年度までに借り入れた企業債）に、新規分（令

和 7（2025）年度以降に借り入れる企業債）を加算する。 

既往分の企業債利息は予定額を計上する。新規分の企業債は、地方公共団体金融機構（機構特

別利率）の令和 5（2023）年 3 月の条件に基づき借り入れることを想定し、企業債利息を算出す

る。 

2.2 資本的収支 

2.2.1 資本的収入 

（1）建設財源 

建設財源は想定される国庫補助金と企業債を主とする。 

国庫補助金の補助額は対象事業の事業費の 3 分の 1 を見込むものとする。企業債は、建設改良

費から国庫補助金を控除した金額を借り入れるものとする。 

（2）一般会計繰入金（資本勘定） 

基準内繰入金のみを見込むものとする。 

2.2.2 資本的支出 

（1）建設改良費 

投資計画は令和 6（2024）年 2 月末時点の計画値を用いる。令和 16（2034）年度までの事業

費の総額は 61.5 億円を見込む。 

（2）企業債償還金 

将来の企業債償還金は、企業債利息と同様の条件で算出する。  
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3 ．投資・財源試算（財政シミュレーション） 

3.1 投資・財源試算の目標 

本検討における投資・財源試算の数値目標を以下のとおり設定する。 

（1）『損益黒字』 

損益黒字を目標とする。 

（2）『令和 6～7（2024～2025）年度並みの資金残高水準を確保』 

事業運営において最低限必要な資金残高を確保することとし、令和 6～7（2024～2025）年度

並みの資金残高である 1.4 億円を目標水準とする。 

 

3.2 財源確保ケースの検討 

3.2.1 基本条件 

独立採算の原則に基づき、損益赤字は料金改定を検討することで改善を図る。 

また、資金残高水準を保持するため、各ケース検討において適切な財源の検討を行う。 

  



 

30 

3.2.2 財源確保ケースの検討 

目標値を達成するために 2 パターンのケースを検討する。各ケースの設定条件については表 

5-1 に示すとおりである。 

表 5-1 ケース比較表 

 ケース 1 ケース 2 

検討方針 
一般会計繰入（基準外）に 

よる財源確保 

料金改定＋基準外繰入 

改定率上限 20% 

使用料改定 ・行わない。 

・料金回収率 100％を目標に料金改定を実施す

る。 

・料金改定を令和 8（2026）年度に行った場合、

改定実施年度を含む 10 年間は損益黒字となる

よう改定率を設定する。 

・改定率の上限を 20％とする。 

企業債 

建設改良費から特定財源を控除した金額を上

限とし、資金残高が令和 6（2024）、令和 7

（2025）年度の資金残高水準（137 百万円）

になる範囲で活用する。 

建設改良費から特定財源を控除した金額を上限

と し 、 資 金 残 高 が 令 和 6（2024）、 令 和 7

（2025）年度の資金残高水準（137 百万円）に

なる範囲で活用する。 

繰入金 

基準内 3 条・4 条ともに繰出基準に基づき算出する。 3 条・4 条ともに繰出基準に基づき算出する。 

基準外 

3 条は損益赤字の補填額として計上する。4 条

は当年度留保資金をいれても資金残高が目標

に達しない場合、不足する額を繰入する。 

3 条は損益赤字の補填額として計上する。4 条は

当年度留保資金をいれても資金残高が目標に達

しない場合、不足する額を繰入する。 
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3.3 投資・財源試算の結果 

3.3.1 ケース 1 基準外繰入による財源確保 

（1）ケース概要（基準外繰入による財源確保）（ケース 1） 

損益赤字が生じた場合は基準外繰入金（3 条）で賄う。資金残高については不足が生じた場合

企業債にて賄うものとし、企業債の発行上限は建設改良費から国庫補助金を控除した額（補助裏

100％）を上限とした。企業債を上限まで発行しても資金残高が目標に達しない場合は基準外繰

入金（4 条）にて補填する。 

（2）収益的収支の推移（基準外繰入による財源確保）（ケース 1） 

令和 8（2026）年度以降は損益が赤字に転じるため、基準外繰入金（3 条）にて損益赤字額を

補填する。そのため、令和 8（2026）年度以降の損益は±0 で推移する（図 5-1）。 

 

図 5-1 収益的収支の推移（ケース 1） 

  



 

32 

（3）資本的収支の推移（基準外繰入による財源確保）（ケース 1） 

資本的支出の主な要因である事業計画については「2.2 資本的収支」で示したとおりである。

資本的収入に関しては、企業債発行額を資金残高目標に対して柔軟に調整した。（図 5-2）。 

 

図 5-2 資本的収支の推移（ケース 1） 

（4）資金残高の推移（基準外繰入による財源確保）（ケース 1） 

目標とする資金水準である 1.4億円で推移し、建設改良費が減少する令和 42（2060）年度以降

は資金残高が蓄積に転じる（図 5-3）。 

 

図 5-3 資金残高の推移（ケース 1）  
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（5）企業債残高の推移（基準外繰入による財源確保）（ケース 1） 

企業債残高は、事業費の増加に伴い令和 14（2032）年度以降緩やかに上昇し、令和 36（2054）

年度に期間中最大である 43.3 億円となるが、期間中はおおむね 20 億円～40 億円で推移する見通

しとなった（図 5-4）。 

 

図 5-4 企業債残高の推移（ケース 1） 

（6）供給単価・給水原価の推移（基準外繰入による財源確保）（ケース 1） 

料金を据え置くため、供給単価は期間中 146.9 円/㎥を維持する。 

一方で、給水原価は物価・賃金上昇の影響を受けて増加傾向で推移する。令和 7（2025）年度

には 177.7 円/㎥であった給水原価は令和 46（2064）年度には 649.0 円/㎥となり、約 3.7 倍にな

る見通しとなった（図 5-5）。 

 

図 5-5 給水原価・供給単価の推移（ケース 1）  
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（7）料金回収率の推移（基準外繰入による財源確保）（ケース 1） 

損益赤字を基準外繰入金（3 条）にて補填するため、料金回収率は一貫して 100％を下回る。

さらに、供給単価と給水原価の差の拡大に応じて料金回収率が減少し、令和 7（2025）年度には

83.0％であった値が令和 46（2064）年度には 23.0％まで減少する（図 5-6）。 

 
図 5-6 料金回収率の推移（ケース 1） 
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（8）繰入金の推移（基準外繰入による財源確保）（ケース 1） 

基準外繰入金（3 条）は令和 7（2025）年度には 0.7 億円であったが、経年で増加し、令和 46

（2064）年度には 5.4 億円となる見通しとなった。これは、拡大する損益赤字額を基準外繰入金

（3 条）で補填しているためである。 

基準外繰入金（4 条）は令和 8（2026）年度以降発生しない見通しとなった。これは損益勘定

留保資金が蓄積することにより資金残高が目標を上回って推移し、繰入を行わないためである。 

基準内、外を合わせた繰入金の総額は令和 7（2025）年度で 3.0 億円、令和 46（2064）年度に

は 6.6 億円と約 2 倍となる見通しとなった（図 5-7）。 

 

図 5-7 繰入金の推移（ケース 1） 

 

  



 

36 

3.3.2 ケース 2 料金改定（上限 20%）＋基準外繰入 

（1）ケース概要（ケース 2） 

料金改定（上限 20%）＋基準外繰入ケースは料金改定率を 20％で試算したものである。料金

改定の実施は令和8（2025）年度を最短とし、改定年度を含む10年間隔で料金改定を実施する。

料金改定を行っても損益赤字が解消しない場合は、基準外繰入金（3 条）にて補填する。 

資金残高については不足が生じた場合、企業債にて賄うものとし、企業債の発行は建設改良費

から国庫補助金を控除した額（補助裏 100％）を上限とした。企業債を上限まで発行しても資金

残高が目標に達しない場合は基準外繰入金（4 条）にて補填する。 

（2）収益的収支の推移（料金改定（上限 20%）＋基準外繰入）（ケース 2） 

令和 8（2026）年度、令和 18（2036）年度、令和 28（2046）年度、令和 38（2056）年度に

それぞれ 20％の料金改定を実施するが給水費用の全てを賄うことができないため、基準外繰入

金（3 条）を見込まない場合は損益赤字が継続する。このケースでは損益赤字額を基準外繰入金

（3 条）にて補填をするため、期間中の損益は±0 で推移する見通しである（図 5-8）。 

 

図 5-8 収益的収支の推移（ケース 2） 
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（3）資本的収支の推移（料金改定（上限 20%）＋基準外繰入）（ケース 2） 

資本的支出の主な要因である事業計画については「2.2 資本的収支」で示したとおりである。

資本的収入についてはケース 1 と同様の推移となる（図 5-9）。 

 

図 5-9 資本的収支の推移（ケース 2） 

（4）資金残高の推移（料金改定（上限 20%）＋基準外繰入）（ケース 2） 

資金残高は、企業債の発行によりおおむね目標とする水準である 1.4 億円で推移する（図 

5-10）。 

 

図 5-10 資金残高の推移（ケース 2）  
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（5）企業債残高の推移（料金改定（上限 20%）＋基準外繰入）（ケース 2） 

企業債残高は、ケース 1 と同様の推移となり、事業費の増加に伴い令和 14（2032）年度以降

緩やかに上昇し、令和 36（2054）年度に期間中最大である 43.3 億円となるが、期間中はおおむ

ね 20 億円～40 億円で推移する見通しとなった（図 5-11）。 

 

図 5-11 企業債残高の推移（ケース 2） 
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（6）供給単価・給水原価の推移（料金改定（上限 20%）＋基準外繰入）（ケース 2） 

給水原価はケース 1 と同様の推移となり、物価・賃金上昇の影響を受けて増加傾向で推移する。

令和 7（2025）年度には 177.7 円/㎥であった給水原価は令和 46（2064）年度には 649.0 円/㎥と

なり、約 3.7 倍になる見通しとなった。 

供給単価は、料金改定により表 5-2 のとおり上昇する見通しとなった（図 5-12）。 

 

図 5-12 給水原価・供給単価の推移（ケース 2） 

表 5-2 供給単価の推移（ケース 2） 

改定年度 改定前 改定後 改定率 差額 

令和 8 年度 146.9 円/㎥ 176.2 円/㎥ 20.0% 29.4 円/㎥ 

令和 18 年度 176.2 円/㎥ 211.5 円/㎥ 20.0% 35.3 円/㎥ 

令和 28 年度 211.5 円/㎥ 253.8 円/㎥ 20.0% 42.3 円/㎥ 

令和 38 年度 253.8 円/㎥ 304.6 円/㎥ 20.0% 50.8 円/㎥ 
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（7）料金回収率の推移（料金改定（上限 20%）＋基準外繰入）（ケース 2） 

料金回収率は改定の度に若干改善するが、給水原価の増加の方が大きいため、100％を下回り

減少傾向で推移する。料金改定率の推移は、令和 8（2026）年度を改定とした場合で期間中最大

の 86.0％となるが、令和 46 年度には 47.0％となる見通しである（図 5-13）。 

 

図 5-13 料金回収率の推移（ケース 2）  
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（8）繰入金の推移（料金改定（上限 20%）＋基準外繰入）（ケース 2） 

基準外繰入金（3 条）は令和 7（2025）年度には 0.7 億円であったが、経年で増加し、令和 46

（2064）年度には 3.7 億円となる見通しとなった。これは、料金改定では賄えない損益赤字額を

基準外繰入金（3 条）で補填しており、赤字額は経年で増加しているためである。 

基準外繰入金（4 条）は令和 8（2026）年度以降発生しない見通しとなった。これは損益勘定

留保資金が蓄積することにより資金残高が目標を上回って推移するためである。 

基準内、外を合わせた繰入金の総額は令和 7（2025）年度で 3.0 億円、令和 46（2064）年度に

は 4.9 億円と約 1.6 倍となる見通しとなった（図 5-14）。 

 

図 5-14 給水原価・供給単価・料金回収率の推移（ケース 2） 
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3.4 採用ケースの検討 

水道事業は住民生活に密着するインフラである一方、独立採算制を採用する経営の独立性が求

められる事業である。水道事業の経営にあっては公共性と経済性のバランスをとることが求めら

れるため、採用ケースの決定にあっては、一般会計の負担と住民負担のどちらにも極端に負担が

偏らないよう考慮する必要がある。 

ケース 1 においては住民負担が最も少ないが一般会計への負担が大きく、水道事業以外の行政

サービスを圧迫する恐れがある。そのため、本計画においては一般会計への負担を軽減し、住民

へ適切な負担となるよう配慮したケース 2を検討する（表 5-3）。また、20％でシミュレーション

を行った詳細を表 5-4 及び表 5-5（次ページ）に示す。 

表 5-3 採用ケース検討結果 

 ケース 1 

一般会計繰入（基準外）に 

よる財源確保 

ケース 2 

使用料改定＋基準外繰入 

改定率上限 20% 

一般会計への 

負担 

× △ 
基準外繰入金が多く、一般会計への負担は大

きい 

基準外繰入金は生じるが、ケース 1 よりは抑制

できる 

経営の健全性 

× △ 
繰入金への依存が高く、経費回収率が経年で

低下していく 

経費回収率が経年で段階的に低下するが、現状

維持ケースよりは下げ幅を抑制できる 

住民負担 

○ ○ 
使用料が据置かれ、負担は増加しない 使用料は増加するものの、昨今の物価上昇等を

踏まえると妥当な水準といえる 

総合判定 不適 適 
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表 5-4 投資・財政計画（ケース２）シミュレーション 1/2 
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表 5-5 投資・財政計画（ケース２）シミュレーション 2/2 
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第6章 投資・財政計画に未反映の取組や今後検討

予定の取組 
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第 6 章 投資・財政計画に未反映の取組や今後検討予定の取組 

1 ．投資についての考え方 

1.1 広域化、共同化、最適化に関する事項 

「第 2章 1.5.3 広域化の取組み状況」にて述べたとおり、令和 2（2020）年度より、福井県に

よる広域化の検討会に参加している。引き続き情報収集に努め、どのような条件であれば広域連

携に踏み切るメリットがあるか、また広域連携による有用性について検討する。 

1.2 投資の平準化に関する事項 

今回の投資・財政計画の結果を踏まえ、事業の継続に支障がないよう投資の平準化を検討して

いく。 

1.3 民間活力の活用に関する事項（包括的民間委託、PPP/PFI など） 

現時点で投資に係る民間活力の活用はしていないものの、改築や更新に要する費用は増加が見

込まれることから、今後は、最新知見や他自治体の事例等の情報を収集するとともに、設計・施

工一括発注方式等、民間との新たな契約形態について検討し、より効率的な事業運営の可能性に

ついて検討する。 

 

2 ．財源についての考え方・検討状況 

2.1 水道料金の見直しに関する事項 

投資・財政計画にて採用した 20％を改定上限とする案を基に検討を進めていく。 

2.2 資産活用による収入増の取組について 

現時点で資産活用による収入増加を見込んでいるものはない。今後は、同規模自治体等での実

施事例等にも注視し、採算性のある資産活用方法を検討する。 
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3 ．投資以外の経費についての考え方・検討状況 

3.1 民間活力活用に関する事項（包括的民間委託、指定管理者制度、PPP/PFI 等） 

本町では、現在、包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFI などは行ってい

ない。今後も業務内容を精査し、近隣事業体の動向も注視しながらコスト削減に取り組んでいく。 

3.2 職員給与費に関する事項 

現状の職員数を確保しながら職員の業務負担の適正化と業務効率化を推進し、円滑な業務遂行

に努める。 

3.3 動力費に関する事項 

今般の光熱水費の上昇傾向等も鑑み、設備更新の際は省エネルギー機器の導入を積極的に検討

するなど、省エネルギー化の促進に努める。 

3.4 薬品費に関する事項 

複数業者からの積算を実施する等、適切な調達先からの購入を通じて薬品費の削減に努める。 

3.5 修繕費に関する事項 

計画的な点検・調査を基に修繕を実施することで、単年度に突出的な費用が生じないよう努め

る。また、効率的な水道施設の改築・修繕を実施していくことにより、施設の長寿命化を図りな

がら修繕費の抑制に努めていく。 

3.6 委託費に関する事項 

これまでも施設の維持管理、点検、水質分析等の業務を複数年契約で民間委託し効率的な管理

と経費削減に努めている。今後も更なる効率化や合理化による経費削減を検討し、水道事業サー

ビスの品質向上に努める。 
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第7章 経営戦略の事後検証 
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第 7 章 経営戦略の事後検証 

1 ．基本的考え方と PDCA サイクルの確立 

本経営戦略の見直しにあたっては、3 年～5 年に 1 度、計画と実績の乖離及びその原因を分析

するとともに PDCA サイクル（計画策定（PLAN）→実行（DO)→検証（CHECK）→見直し

（ACTION））（図 7-1）を活用し事業全体の方針について検討する。 

 
図 7-1 PDCA サイクル 

2 ．進捗管理について 

「第 4 章 経営課題と経営改善に向けた取り組み」及び「第 5 章 投資・財政計画」にて策定

した投資・財政計画（表 5-4、表 5-5）をもとに、以下のとおり今後の取り組み目標と評価方法

を策定した（表 7-1）。 

本計画における経営の基本方針に基づいた施策を実施していく中で、取組みの進捗状況及びそ

の効果について定期的に評価し、必要に応じて施策の見直しを行う。また、投資計画の進捗状況

と財政状況を確認し、モニタリングにおいて計画との大きな乖離が認められる場合には見直しや

再検討を行う。なお、本計画に書かれていないものであっても、将来の目標の達成や目指すべき

水道事業の実現に必要なことと判断される場合は、変更及び見直しを行い、適切に計画に反映さ

せていくものとする。 
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表 7-1 今後の取組み及び目標と評価方法 

 今後の取組と目標 評価時期 評価方法 

ヒト 

若手職員の増員要求を行う 年に 1 回（人員要求時） 適正な人員の要求ができているか 

DX の推進など、業務効率化を

推進する 
次回経営戦略改定時 

帳票類の電子化など、業務効率化の

ための施策が実施できているか 

民間委託の委託範囲を拡大する 民間委託の契約更新時 

委託業務の契約更新時に費用対効果

の検証と業務拡大の検討ができてい

るか 

モノ 

漏水補修を着実に実施する 随時 
漏水管補修工事が適切に実施された

か 

施設の統廃合を検討する 次回経営戦略改定時 
次回経営戦略改定までに施設の統廃

合の可能性を検討できているか 

老朽化管路の計画的な更新 計画策定後 管路の更新が計画的に行えているか 

カネ 料金改定の検討 次回経営戦略改定時 料金の改定が検討されているか 

 

3 ．経営戦略の改定について 

経営戦略の改定については「公営企業の経営に当たっての留意事項について（平成26年8月、

総務省）」において、経営戦略策定後 3～5 年に一度見直しが必要とされている。よって、本経営

戦略においても策定から 5 年が経過する令和 11（2029）年度に見直しを行うものとする。 



全体総括

14.42

　①経常収支比率については、他会計負担金に依存
しているため１００％を上回っており、③流動比率
は減少傾向にあったが、令和３年度より５０％前後
で推移している。⑤料金回収率は年々上昇しており
、令和５年度は前年度より微増した。今後も適切な
料金収入を確保する必要がある。
　④企業債残高対給水収益比率は、減少傾向で、類
似団体平均に近づいてきている。
　当町は平成１７年の町村合併から上水道区域の統
合を行い、事業は完了しているものの、今後も類似
比率で推移していくものと考えられる。
　⑥給水原価について、緩やかに減少しており、類
似団体平均を下回っているが、更なる維持管理費の
削減といった経営改善が必要である。
　⑦の施設利用率は高い水準で推移している。⑧の
有収率は、７１～７２％を推移している。施設改修
や漏水調査結果に伴う修繕を実施する必要がある。

2. 老朽化の状況について

　①有形固定資産減価償却率は約５０％と類似団体
平均を下回っているが、緩やかに上昇している。平
成１７年の町村合併に伴う上水道区域の統合事業を
実施する際に、主要箇所の管路布設替は行ったもの
の、古いものでは昭和５０年代の下水道工事と同時
埋設した管路が残っているため、漏水調査結果に基
づく漏水修繕や管路更新を実施する必要がある。
　また、浄水・配水施設については、平成８年度よ
り実施した朝日地区簡易水道統合事業による再整備
から２５年以上が経過しているため、老朽化対策を
行う必要がある。

2. 老朽化の状況

給水区域面積(km
2
) 給水人口密度(人/km

2
) － 類似団体平均値（平均値）

　当町の給水率は９９％を超えているが、平成１７
年町村合併から１９年が経過した現在、施設の老朽
化や人口の減少等を踏まえ、自主財源の確保や効率
の良い事業運営が必要とされている。
　令和５年度に策定した水道事業ビジョンに基づき
、事業区域の再編、老朽化する施設・管路の計画的
な更新耐震化及び妥当な料金体系の検討を令和６年
度に改定する経営戦略により実施していく必要があ
る。

669.63 【】 令和5年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 61.17 48.38 2,860 9,656

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人)

20,100 153.15 131.24 ■ 当該団体値（当該値）法適用 水道事業 末端給水事業 A8 非設置

経営比較分析表（令和5年度決算）
福井県　越前町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.47 0.40 0.36 0.57 0.56

100.00

102.00

104.00

106.00

108.00

110.00

112.00

114.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 106.04 108.83 110.66 109.30 112.97

平均値 104.35 105.34 105.77 104.82 106.46

38.00

40.00

42.00

44.00

46.00

48.00

50.00

52.00

54.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 43.11 45.03 46.67 48.38 49.99

平均値 47.31 47.50 48.41 50.02 51.38

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 63.27

平均値 16.77 17.40 18.64 19.51 21.60

①経常収支比率(％)

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 21.69 24.04 28.03 26.73 27.85

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 32.39 36.56 52.35 43.74 50.35

平均値 301.04 305.08 305.34 310.01 311.12

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 1,034.42 1,022.48 836.95 733.32 655.23

平均値 551.62 585.59 561.34 538.33 515.14

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 70.27 69.41 80.66 86.15 86.46

平均値 87.11 82.78 84.82 82.29 84.16

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 199.27 183.47 173.66 166.70 162.38

平均値 223.98 225.09 224.82 230.85 230.21

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 75.07 74.90 73.21 73.35 73.31

平均値 49.64 49.38 50.09 50.10 49.76

66.00

68.00

70.00

72.00

74.00

76.00

78.00

80.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 71.11 71.89 72.99 71.48 71.00

平均値 78.09 78.01 77.60 77.30 76.64

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【108.24】 【1.50】 【243.36】 【265.93】

【89.42】【59.81】【177.56】【97.82】

【52.02】 【25.37】 【0.62】



全体総括

7.90

　①収益的収支比率については、地方債元利償還金
の財源を一般会計負担金に依存しており、令和５年
度は６４％と類似団体平均より１５％下回っており
、⑤料金回収率についても令和２年度より類似団体
と平均値を下回っている。
　また、④企業債残高対給水収益比率から見ると、
当町の簡易水道区域に関する施設整備が早かったこ
とや、区域の一部を平成２３年に上水道事業区域へ
編入したことで、企業債の残高が減少していたが、
令和５年度は施設更新に係る企業債の増により当該
値が増加した。
　⑥給水原価については、令和３年度から上昇が続
いており、令和５年度には類似団体平均を上回った
。施設の適切な更新を実施し、経営の健全化を図っ
ていく。
　⑦施設利用率については、５３％～５５％を推移
しているが、類似団体の値を下回っていおり、施設
の更新を図り、効率性を改善する必要がある。
　⑧有収率は、年々、下がっており漏水調査結果に
基づき管路修繕や管路更新を実施していく必要があ
る。

2. 老朽化の状況について

　当町では、③管路更新率から見ると、類似団体平
均を大きく下回り、過去５年間では、平成２８年の
みの更新となっている。平成１７年の町村合併から
、１９年が経過しているが、旧４町村の老朽化した
施設が多く実在しており、管路についても、布設年
度すら完全には把握できない状態である。また、⑧
有収率についても低い水準であり、漏水調査結果に
基づき管路修繕や管路更新を実施していく必要があ
る。

2. 老朽化の状況

給水区域面積(km
2
) 給水人口密度(人/km

2
) － 類似団体平均値（平均値）

当町の給水率は９９％を超えているが、平成１７年
町村合併から１９年が経過した現在、施設の老朽化
や人口の減少等を踏まえ、自主財源の確保や効率の
良い事業運営が必要とされている。
　令和５年度に策定した水道事業ビジョンに基づき
、事業区域の再編、老朽化する施設・管路の計画的
な更新耐震化及び妥当な料金体系の検討を令和６年
度に改定する経営戦略により実施していく必要があ
る。
なお、健全な水道事業の継続のため、令和６年度か
ら公営企業会計へ移行した。

1,299.49 【】 令和5年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 該当数値なし 51.44 2,860 10,266

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人)

20,100 153.15 131.24 ■ 当該団体値（当該値）法非適用 水道事業 簡易水道事業 D1 非設置

経営比較分析表（令和5年度決算）
福井県　越前町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.42 0.30 0.51 0.17 0.00

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 69.61 71.83 66.21 67.72 64.42

平均値 73.42 78.27 72.53 72.55 79.14

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値

平均値

①収益的収支比率(％)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値

平均値

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 748.12 779.28 714.28 688.89 727.48

平均値 982.31 748.10 769.64 783.96 646.77

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 64.56 63.19 60.53 61.82 54.98

平均値 53.77 66.51 65.38 62.49 70.18

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 237.34 226.34 237.39 256.50 265.39

平均値 305.38 200.13 250.06 259.18 228.84

48.00

50.00

52.00

54.00

56.00

58.00

60.00

62.00

64.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 55.64 53.60 54.09 54.96 53.30

平均値 58.56 62.63 58.24 58.75 59.41

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 71.77 76.78 77.87 66.67 64.36

平均値 73.68 78.21 75.94 71.70 71.30

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【76.13】 【1,045.20】

【69.82】【55.00】【317.14】【49.51】

【0.40】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし
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